
 

 

 

 

 

第３章 高齢者の現況及び「平成２６年  

度の高齢者の姿」と今後の重点

課題 
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１ 高齢者の現況 
（１）人口構造 
本市の総人口は，戦後増加を続け，昭和６１年をピークに一時減少しましたが， 
 再び増加に転じ，平成１７年京都市推計人口（平成１７年７月１日現在）では，  

１，４６９，４８１人となっています。 
   一方，６５歳以上の高齢者人口は，死亡率の低下や平均寿命の伸長により増加し， 
平成１７年京都市推計人口では２９４，６７５人となり，昭和５５年の１．９２

倍となっています。また，７５歳以上の高齢者人口は，１３４，７５２人となり，

昭和５５年の２．５８倍となっています。 

 
（人） 

40 歳以上 65 歳以上 75 歳以上 

  
総人口 

人口 構成比 人口 構成比 人口 構成比 

昭和 55 年 1,473,065 550,208 37.4% 153,107 10.4% 52,263 3.5%

昭和 60 年 1,479,218 604,984 40.9% 168,417 11.4% 68,115 4.6%

平成 2 年 1,461,103 668,194 45.7% 184,959 12.7% 81,923 5.6%

平成 7 年 1,463,822 701,755 47.9% 213,403 14.6% 91,486 6.2%

平成 12 年 1,467,785 726,391 49.5% 252,963 17.2% 108,031 7.4%

平成 17 年 1,469,481 769,431 52.4% 294,675 20.1% 134,752 9.2%

総人口

総人口の推移と高齢者人口の伸び率

1,473,065

1,479,218

1,461,103
1,463,822

1,469,4811,467,785

1.65

1.39

1.10

1.21

1.00

1.92

1,400,000

1,420,000

1,440,000

1,460,000

1,480,000

1,500,000

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年
1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

1.90

2.00

65歳以上人口の伸び率

※65 歳以上人口の伸び率は，昭和 55 年の数値を１とした場合 

資料：平成 12年まで 国勢調査 

平成 17年 7月 1日現在 総合企画局情報化推進室情報統計課 
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   ６５歳以上の高齢者の割合（高齢化率）は，平成１７年７月１日現在で，全国平

均とほぼ同じ２０．１％となっています。 

高齢化率の推移

14.6%

10.4% 11.4%
12.7%

17.2%

20.1%

3.5%
4.6%

5.6%

6.2% 7.4%

9.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

65歳以上人口の割合

75歳以上人口の割合

     資料：平成 12年まで 国勢調査 

平成 17年   総合企画局情報化推進室情報統計課 

     
    行政区別の高齢化率は，大きなばらつきがあり，上京区，東山区，下京区の市

内の中心部で高く，最も高い東山区は３０％近くになっています。山科区，南区，

西京区，伏見区では比較的低く，高齢化率が最も低い西京区では，最も高い東山

区の約半分となっています。 

行政区別･高齢化率

24.5%

21.6%

28.4%

19.1%

19.1%

20.1%

15.6%

18.1%

20.1%

21.4%

21.2%

23.2%

9.2%

10.3%

12.3%

10.2%

14.2%

8.3%

11.6%

8.4%

8.9%

6.6%

10.4%

7.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

全市

北区

上京区

左京区

中京区

東山区

山科区

下京区

南区

右京区

西京区

伏見区

65歳以上人口の割合

 

75歳以上人口の割合

資料：平成 17年 総合企画局情報化推進室情報統計課 
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   高齢化の大きな要因の一つとして，平均寿命の伸長に見られる高齢者人口の増加

と少子化の進行による出生率の低下が挙げられます。 
   高齢者人口の増加は，中高年齢層の死亡率が低下し，平均寿命が伸びたことが要 
因です。死亡率の低下は，公衆衛生水準の向上，医学の進歩を反映しているとみら

れます。 
   一方，出生率は，本市，全国平均ともに低下しており，合計特殊出生率（※）で 
見ると，本市は全国平均を下回っています。本市の平成１６年の合計特殊出生率

は１．１２で，人口が増えも減りもしない水準である２．０８を大きく割り込ん

でおり，他の市町村以上に少子化が高齢化率の上昇を後押しする形になっている

といえます。 
   少子化の背景には，未婚率の上昇や晩婚化の進行と子育てに関する経済的，身体 
的，心理的負担の問題があり，その対策として，本市では平成１７年２月に子ど

もと家庭に対する支援策を網羅した総合的な計画である「新京（みやこ）・子ども

いきいきプラン」を策定し，「子育て支援都市・京都」の実現を目指して取り組ん

でいます。 
 
    ※ 合計特殊出生率とは，１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で，その年

の年齢別出生率が今後も変わらないと仮定した場合に，１人の女性が一生の間に生む平均子ど

も数をいう。 

京都市及び全国の合計特殊出生率（人）

1.76

1.29

1.55

1.12

1.75

1.54

1.42
1.36

1.21

1.54

1.38

1.25

1

1.5

2

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１６年

全国

京都市

 
資料：京都市 総合企画局情報化推進室情報統計課 

全国  厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」 

 

 38



（２）世帯の状況 
① 総世帯の状況 

    本市の総世帯数は，世帯の分離や核家族化により年１％程度ずつ増加しており，

平成１２年国勢調査では，６２０，３２７世帯となっています。 
    １世帯当たりの平均世帯人員は，世帯の分離や核家族化のほか，少子化の影響

もあって減少しており，平成１２年国勢調査では，２．３７人となっています。 

総世帯数と１世帯当たり平均世帯人員（世帯・人）

523,708
534,821

552,325

586,647

620,327

2.77

2.65

2.37

2.50

2.81

460,000

480,000

500,000

520,000

540,000

560,000

580,000

600,000

620,000

640,000

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成１２年

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

2.70

2.80

2.90
総世帯数

１世帯当たり平

均世帯人員

      資料：国勢調査 
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② 高齢者世帯の状況 
   平成１２年国勢調査によると，本市の６５歳以上の高齢者がいる世帯数は，   

１７８，７３１世帯で，総世帯数の約３割にもなっています。平成７年を基準とし

た総世帯数の伸び率が５．７％であるのに対し，６５歳以上の高齢者がいる世帯数

の伸び率は１６．７％と大きく上回っており，高齢者のいる世帯が急増しています。 

   家族類型の年次推移を見ると，子どもや孫と同居する三世代世帯の割合は著しく 

減少し，夫婦のみ世帯や高齢者単身世帯の割合が増加しています。介護が必要な

状態となったとき，相談相手の不在や家族による介護が困難な状況が強まっていま

す。 

    

【高齢者のいる世帯の状況】 

  昭和 55年昭和 60年 平成２年 平成７年 平成 12年

高齢者のいる世帯数 115,452 125,489 135,092 153,209 178,731

世帯数 16,489 22,892 29,616 37,737 51,198
単身世帯 

構成比 14.3% 18.2% 21.9% 24.6% 28.6%

世帯数 23,320 27,334 31,888 39,856 49,164
夫婦のみ世帯 

構成比 20.2% 21.8% 23.6% 26.0% 27.5%

世帯数 21,181 21,969 24,284 29,351 36,571
親と子のみの世帯 

構成比 18.3% 17.5% 18.0% 19.2% 20.5%

世帯数 40,512 38,584 33,791 30,105 24,855
三世代世帯 

構成比 35.1% 30.7% 25.0% 19.6% 13.9%

世帯数 13,950 14,710 15,513 16,160 16,943

内 

 

 

 

訳 

その他世帯 
構成比 12.1% 11.7% 11.5% 10.5% 9.5%

高齢者のいる世帯の家族類型の推移

14.3% 18.2% 21.9% 24.6% 28.6%

20.2%
21.8%

23.6%
26.0%

27.5%18.3%
17.5%

18.0%
19.2%

20.5%
35.1% 30.7%

25.0%
19.6%

13.9%

12.1% 11.7% 11.5% 10.5% 9.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年

 

その他世帯

三世代世帯

親と子のみの世帯

夫婦のみ世帯

単身世帯

資料：国勢調査 
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高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合は，７５歳～７９歳で最も高

く，８０歳を超えると減少します。これは，８０歳以上になると，見守りや介

護の必要な状態となる高齢者が多くなり，家族と同居するようになるためでは

ないかと考えられます。 

また，ひとり暮らし高齢者の割合を行政区別で見た場合には，高齢化率との

相関関係が見られ，東山区，下京区で高くなっています。 

高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合

16.0%

20.3%

25.4% 24.6%

19.0%
20.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 65歳以上

 

行政区別・高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者の割合

20.2%

20.2%

21.0%

21.7%

14.7%

20.6%

19.8%

23.9%

19.0%

24.6%

23.2%

18.0%

10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

全市

北区

上京区

左京区

中京区

東山区

山科区

下京区

南区

右京区

西京区

伏見区

 

   資料：いずれも国勢調査 
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   本市が５年ごとに調査を行っている「京都市高齢社会対策実態調査」（平成１７

年度）によると，高齢者が子どもと同居しない理由は，「お互い気兼ねなく暮らし

たいから」が５４．９％で第１位，「お互い健康で同居する理由がないから」が   

３４．３％で第２位となっており，子ども世代とのライフスタイルの違いや，扶養

についての意識の変化が背景にあると考えられます。 

子どもと同居しない理由

6.8

15.7

54.9

9.1

20.3

10.3

5.0

34.3

0 10 20 30 40 50 60

お互い健康で同居する理由がないから

生まれ育った土地から離れたくないから

同居できる家がないから

お互い気兼ねなく暮らしたいから

子どもが別居を希望するから

子どもや自分の仕事の関係があるから

その他

不明・無回答

 

(３ＬA％) 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「京都市高齢社会対策実態調査」（平成 17 年度実施） 
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③ すまいの状況   

一般世帯と高齢者のいる世帯をすまいの形態別に比較すると，高齢者のいる世帯

は持ち家の割合が７１．６％と高い状況にあります。 

また，現在のすまいの居住年数は，２０年以上の方が７割を超え，高齢者の定住

性の高さがうかがえます。 

 

  一般世帯 高齢者のいる世帯 

総    数 610,665 178,731

住宅数 317,464 127,883
持ち家 

構成比 52.0% 71.6%

住宅数 24,784 8,049
公営の借家 

構成比 4.1% 4.5%

住宅数 15,230 3,237
公団・公社の借家 

構成比 2.5% 1.8%

住宅数 217,734 36,133
民営の借家 

構成比 35.7% 20.2%

住宅数 14,971 1,245
給与住宅 

構成比 2.5% 0.7%

住宅数 7,989 1,325
間借り 

構成比 1.3% 0.7%

住宅数 12,493 859
その他 

構成比 2.0% 0.5%

資料：国勢調査 

 

 43
資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「京都市高齢社会対策実態調査」（平成 17 年度実施） 

現在のすまいの居住年数

10～20年
未満
11.2%

10年未満
16.1%

不明・無
回答
2.1%

20～30年
未満
16.5%

30年以上
54.2%



  

   現在のすまいで困っていることでは，「住宅が古くなったりいたんだりしている」

の割合が最も高く，老朽化に伴う問題が中心になっています。 

 

住宅が狭い

住宅が古くなったりいたんだり
している

家の中の階段が急である／
手すりがついていない

共用部分の階段が急である／
手すりがついていない

エレベーターが設置されていない
（２階以上にお住まいの方）

家の中に大きな段差がある

立ち退きを迫られている

その他

特に問題はない

無回答

0 10 20 30 40 50

15.4

33.7

11.5

1.0

6.5

9.7

0.5

2.9

41.0

4.9

(MA%)
(N=2,667)

すまいの状況（高齢者一般）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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（３）高齢者の健康 

① 日ごろの健康状態 

日ごろの健康状態については，「とても健康だと思う」と「まあ健康だと思う」

を合わせると６５．５％となり，「健康ではないと思う」に「あまり健康ではな

いと思う」を合わせると２４．２％となっています。 

日ごろの健康状態（高齢者一般） 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
② 日常生活動作 

基本的な日常基本動作についてみると，いずれの項目でも「手助けなしでで

きる」が９０％以上を占めています。「全面的に人の手を借りないとできない」

または「一部手助けが必要」は「食事をとること」で４．６％となっています。 

 
日常生活動作〔基本的ＡＤＬ〕（高齢者一般） 

7.7

57.8

16.7

7.5

6.3
4.0

とても健康
だと思う

まあ健康だと思う

あまり健康では
ないと思う

健康では
ないと思う

どちらとも
言えない

無回答

(%)

(N=2,667)

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 

0 20 40 60 80 100

(１)食事をとること

(２)排せつ(トイレ)

(３)着替え

(４)入浴

(５)洗顔、歯みがき、ひげそり
    などの身だしなみ

91.1

92.3

91.8

91.5

92.4

1.7

0.6

1.1

1.2

0.7

2.9

2.7

2.8

3.0

2.7

4.4

4.5

4.3

4.3

4.2

手助けなしでできる
一部手助けが必要

全面的に人の手を
借りないとできない

無回答

(%)

(N=2,667)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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③ 老研式活動能力指標（高次ＡＤＬ） 

高次の日常生活動作をみると，老研式活動能力指標（※）の１３項目中９項

目について「はい」が８０％以上を占めていますが，「友人の家を訪ねることが

ある」（６２.６％），「家族や友人の相談にのることがある」（７３．７％）など

では，やや割合が低くなっており，友人や家族との交際，交流の機会の減少が

懸念されます。 

   

※老研式活動能力指標（高次ＡＤＬ）とは，高齢者が，どのくらい生活機能の自立度（地域で，ひ

とりで日常生活を営むことができる能力）を維持しているかを測る指標として，東京都老人総合

研究所が開発したものです。 

 
  【老研式活動能力指標（高次ＡＤＬ）】（高齢者一般） 

0 20 40 60 80 100

(１)バスや電車を使ってひとりで
    外出ができる

(２)日用品の買い物ができる

(３)自分で食事の用意ができる

(４)請求書の支払いができる

(５)銀行預金・郵便貯金の
　　出し入れができる

(６)年金などの書類を書ける

(７)新聞を読んでいる

(８)本や雑誌を読んでいる

(９)健康についての記事や
　　番組への関心がある

(10)友人の家を訪ねることがある

(11)家族や友人の相談にのる
    ことがある

(12)病人を見舞うことができる

(13)若い人に自分から
　　話しかけることがある

90.3

92.8

86.8

92.3

88.9

88.9

90.6

77.5

90.0

62.6

73.7

87.1

75.4

6.8

4.4

10.1

4.3

8.2

7.4

6.5

18.4

6.7

33.6

22.1

9.3

21.1

2.9

2.8

3.1

3.4

2.9

3.7

3.0

4.1

3.3

3.8

4.2

3.6

3.5

はい いいえ
無回答

(%)

(N=2,667)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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④ 受診の状況 

   「平成１６年度京都市国民健康保険傷病統計」（平成１６年６月審査分）による 

と，受診率（※）は，「０歳～１４歳」の被保険者が５６．６％，「１５歳～６４

歳」が４０．８％であるのに対し，「６５歳以上」は１４２．７％と高くなってい

ます。また，高齢者の１件当たりの日数は３．２日となっています。 

 

    ※受診率とは，１人当たりの診療件数のことで，被保険者が一定期間にどれくらいの頻度で医療

機関にかかったかを示す指標であり，通常，次の式によって求められます。 

受診率＝（一定期間における被保険者に対する医療機関の診療件数）／（被保険者数） 

 

  総数 ０～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 

被保険者数 492,586 人 37,753 人258,351 人 196,482 人

  受診件数 407,052 件 21,376 件105,351 件 280,325 件

総数 受診率 82,6% 56.6% 40.8% 142.7%

  １件当たりの日数 2.9 日 1.6 日 2.5 日 3.2 日

  受診件数 15,602 件 216 件 3,541 件 11,845 件

入院 受診率 3.2% 0.6% 1.4% 6.0%

  １件当たりの日数 19.4 日 7.0 日 19.5 日 19.6 日

  受診件数 391,450 件 21,160 件101,810 件 268,480 件

入院外 受診率 79.5% 56.0% 39.4% 136.6%

  １件当たりの日数 2.3 日 1.5 日 1.9 日 2.5 日

資料：保健福祉局生活福祉部保険年金課「平成 16 年度京都市国民健康保険傷病統計」（平成 16 年 6 月審査分） 
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⑤ 主要疾病の状況 

   ６５歳以上の傷病別の内訳では，生活習慣病の中心を占める心疾患や脳血管疾患 

など「循環器系の疾患」の割合が最も高く，総受診件数の４件に１件を占めてい

ます。寝たきり状態となる原因は，一般的に，脳血管障害，骨折，身体を使わな

い廃用症候群が多いと言われており，生活習慣の改善によって予防していくこと

が必要です。 

     

「京都市国民健康保険」主要疾病構造

7,664

4,837

78,928

8,794

6,201

34,259

19,758

13,809

36,133

106,542

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

新生物

内分泌，栄養及び代謝疾患

精神及び行動の障害

神経系の疾患

循環器系の疾患

消化器系の疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

尿路性器系の疾患

損傷及び中毒

その他の疾患

   

(件) 

 

区   分 65 歳以上の受診件数 構成比 

新生物 13,809 4.4%  

内分泌，栄養及び代謝疾患 34,259  10.8%  

精神及び行動の障害 7,664 2.4%  

神経系の疾患 4,837 1.5%  

循環器系の疾患 78,928 24.9%  

消化器系の疾患 19,758 6.2%  

筋骨格系及び結合組織の疾患 36,133 11.4%  

尿路性器系の疾患 8,794 2.8%  

損傷及び中毒 6,201 2.0%  

その他の疾患 106,542 33.6%  

合計 316,925 100.0%  

資料：保健福祉局生活福祉部保険年金課「平成 16 年度京都市国民健康保険傷病統計」（平成 16 年 6 月審査分） 
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⑥ 老人医療費の状況 

   後期高齢者に施策を重点化する観点から，平成１４年１０月に老人保健法が一部

改正され，老人保健医療の対象年齢が７０歳以上から７５歳以上に５年間で段階的

に引き上げられました。 

平成１４年度と平成１５年度を比較すると，老人保健医療については，対象年齢

の引き上げ及び一部負担金の増加により，医療給付費（一部負担金を含まない）が

減少しています。しかし，平成１６年度については，受給者数は減少しているもの

の，対象者の高齢化の影響から１人当たり医療費及び受診率が増加し，医療給付費

が再び増加しています。 

一方，老人医療について，平成１４年度と平成１５年度を比較すると，一部負担

金の増加により医療助成額が減少していますが，平成１６年度については，受給者

数の増加により医療助成費は増加に転じています。 

 

【老人医療費の状況】 

平成 15 年度 平成 16 年度 
区  分 平成 14 年度 

  前年比  前年比

医療給付費 143,644,244 千円142,126,326 千円 98.9%142,605,107 千円100.3%

給付件数 4,326,685 件 4,291,418 件 99.2% 4,294,813 件100.1%

受診率 202.8% 208.4%102.8% 218,4%104.8%

１件当たり日数 3.7 日 3.6 日 97.3% 3.5 日 97.2%

老

人

保

健

医

療 

医

療

費

三

要

素 
１日当たり診療費 10,070 円 10,334 円102.6% 10,581 円102.4%

医療助成額 976,755 千円 973,999 千円 99.7% 1,042,789 千円107.1%
老

人

医

療 
助成件数 271,692 件 284,313 件104.6% 317,600 件111.7%

老人医療費合計 144,620,999 千円143,100,325 千円 98.9%143,647,896 千円100.4%

資料：保健福祉局生活福祉部地域福祉課・保険年金課 
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⑦ 障害の状況 

   「京都市障害者実態調査」（平成１３年度実施）によると，身体障害者手帳の交 

付を受けている１８歳以上の身体障害者のうち，６５歳以上の高齢者の占める割

合は６２．７％となっており，特に心臓や呼吸器などの内部障害で高齢者比率が

高くなっています。 

   平成１８年４月から，障害者自立支援法の施行により，３障害（身体，知的，

精神）に対する障害福祉サービスが段階的に一元化されることとなりますが，今

後とも，高齢者保健福祉サービスと障害福祉サービスとの有機的な連携を深める

とともに，総合的な相談体制を充実させていく必要があります。 

 
 

障害の部位別年齢構成 

0 20 40 60 80 100

視覚障害(N=71)

聴覚障害(N=87)

肢体不自由(N=473)

内部障害(N=283)

不明・無回答(N=37)

合計(N=951)

18・19歳

20歳代 30歳代

40歳代

50歳代

60～64歳

65～69歳 70歳以上 不明・無回答

(%)

23.9% 12.7% 9.9% 43.7%

5.7%

8.0%
13.8% 9.2% 54.0%

5.9% 14.4% 12.1% 15.6% 46.5%

13.1% 12.4% 20.1% 45.2%

13.9% 12.4% 15.8% 46.9%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健福祉局保健福祉部障害企画課「京都市障害者実態調査」（平成 13 年度実施） 
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（４）社会活動の状況 

① 就業の状況 

就業の状況では，男性と比べて女性の無就業率は高く，就業している場合でも，

臨時，日雇い，パートの不安定な就労形態が多くなっています。 
就業形態の問題に限らず，様々な施策を展開していくうえで，高齢期において

男性よりも平均余命が長い女性の経済状況や暮らし方などを踏まえていく必要

があります。 
 

 
性別・就労の有無（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性別・就労形態（高齢者一般） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 20 40 60 80 100

男性
(Ｎ＝1,202)

女性
(Ｎ＝1,434)

全体
(Ｎ＝2,667)

36.8

21.3

28.2

59.8

75.0

68.2

3.4

3.7

3.6

仕事をしている 仕事をしていない 無回答

(%)

0 20 40 60 80 100

男性
(Ｎ＝442)

女性
(Ｎ＝305)

全体
(Ｎ＝752)

30.4

14.4

24.1

4.5

2.2

3.7

5.2

26.2

13.7

14.7

6.8

11.4

14.7

5.4

10.8

15.9

18.8

17.0

1.9

12.0

6.0

12.5

13.6

12.9

0.1

0.6

0.3

商工自営業主

農林水産業
自営業主

家族従業

会社・団体
の役員

常勤の勤め人

臨時・日雇い・
パート

内職
その他
無回答

(%)

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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② 社会参加・生きがいづくりの状況 

この１年間に参加した社会活動について，「参加したものはない」方が約４割と

なっています。また，社会活動に参加する際の条件として，「一緒に活動する仲間

がいること」が最も多く，社会活動を行っている団体の広報や仲間づくりのための

支援策を充実させていく必要があります。 

この１年間に参加した社会活動内容

7.3

8.6

3.2

2.6

1.9

16.3

2.6

2.1

42.0

12.7

30.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

趣味・文化・スポーツ活動

生活環境改善（環境美化，緑化推進，まちづくりなど）

生活安全活動（交通安全，防犯・防災など）

高齢者への支援（家事援助，移送など）

障害のある人の支援（家事援助，移送など）

子育て支援（保育への手伝いなど）

地域行事（祭などの地域の催しものの世話など）

青少年の健全育成支援（見守り，巡回指導など）

その他

参加したものはない

不明・無回答

 

(MA％) 

社会活動に参加する際の条件

16.7

21.7

25.8

13.7

32.0

2.6

11.8

18.9

41.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

一緒に活動する仲間がいること

団体等から参加の呼びかけがあること

団体の活動内容が事前によくわかること

活動場所が家の近くにあること

自分自身に活動に役立つ技術・経験があること

活動時間や期間にあまり拘束がないこと

その他

わからない

不明・無回答

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「京都市高齢社会対策実態調査」（平成 17 年度実施） 

(3LA％) 
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③ 住民同士の手助けや協力の状況 

   近所付き合いについては，「会えば挨拶をする程度」が４３．６％と最も多く，

親密な付き合いをしている人の比率は低くなっています。 

また，自分が地域や隣近所で，手助けや協力ができそうなことについては，「話

し相手」が４７．９％で最も多く，一方，近所で手助けや協力をあてにできそうな

ことについては，どの項目も期待できる比率が低くなっています。 

ひとり暮らし高齢者が増加する中，地域の役割は重要であり，地域住民を主体と

した取組を推進していく必要があります。 

 

近所付き合いの程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 18.1

 17.9

 

 

 

 

43.6

33.6

8.0

6.0

6.0
2.6

会えば
挨拶をする

たまに
立ち話をする

預かりものをしたり，
留守を頼んだりする

困ったときに相談に
のったり世話をしあう

ほとんど
つきあいはない

不明・
無回答

(%)

（Ｎ＝　　）（Ｎ=3,633）

地域等での手助けや協力

19.0

27.3

14.2

20.8

2.1

12.4

6.1

15.5

45.0

47.9

10.1

18.2

20.3

7.8

13.2

3.5

10.7

12.3

1.0

6.9

0 10 20 30 40 50

話し相手

家事の手伝い

食料品・日用品などの買い物

子どもたちの世話（遊び相手や見守り）

ひとり暮らし高齢者などの見守りなど

急病人が出たときの世話や手伝い

冠婚葬祭の手伝い

その他

すべてできそうにない

わからない

不明・無回答

自分ができそうなこと

自分があてにできそうなこと

(MA％) 

5.7

6.4

8.1

53

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「京都市高齢社会対策実態調査」（平成 17 年度実施） 

 



（５）介護予防の状況 

① 介護予防に関する知識 

介護予防や老化予防について，「よく知っている」と答えた人は２６．１％で

あり，正しい知識と適切な取組方法の普及を図っていく必要があります。 
 
 

老化予防・介護予防に関する理解（高齢者一般） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

26.1

50.8

15.4

3.1
4.6

よく知っている

ある程度は知っている

聞いたことはある

まったく
知らない

無回答

(%)

(N=2,677)
 
 
 
 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施）  
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② 病気・老化の予防や健康づくりのために行いたいこと 

病気・老化予防や健康づくりのために今後行いたいことについては，「ぜひ行い

たい」と「機会があれば行いたい」を合わせた割合はいずれの項目でも約３割から

６割となっており，こうした意欲に対する取組を実践・継続できる場づくりを提案

していく必要があります。 
 
 

病気・老化の予防や健康づくりのために行いたいこと（高齢者一般） 

0 20 40 60 80 100

(１)転倒や骨折予防のための
　　知識・運動を習得する

(２)筋力低下防止と筋力アップの
　　トレーニングをする

(３)バランスのとれた食生活などを
　　習得できる講習会に参加する

(４)医師等の専門家に健康や
　　病気について相談する

(５)歯や口の中のことについて
　　相談する

(６)高齢者が集まって仲間作りや
　　交流する場に参加する

(７)生きがいや教養を高めるための
　　各種講座を受講する

(８)地域の行事やボランティア活動
　　など社会参加活動をする

14.6

14.8

7.6

16.8

9.5

7.0

8.6

6.5

40.3

34.0

28.3

36.2

27.3

21.2

27.8

23.2

30.4

34.7

46.7

30.7

43.8

53.8

45.6

51.2

14.7

16.5

17.4

16.4

19.4

18.0

17.9

19.0

ぜひ行いたい
機会があれば
行いたい 特に考えていない 無回答

(%)

(N=2,677)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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（６）介護の状況 

① すまいと介護について希望する暮らし方 

    今後のすまいと介護については，多くの方が在宅サービスを利用したり，家族

に介護してもらいながら自宅で暮らし続けることを希望しています。 

  

すまいと介護について希望する暮らし方
（利用者・未利用者）

52.0

23.4

3.5

1.9

1.3

0.4

1.0

2.8

0.4

0.8

5.7

6.9

32.2

27.9

4.0

4.1

4.9

0.6

0.4

0.7

0.2

1.3

9.8

13.8

0 10 20 30 40 50 60

主に在宅福祉サービスを利用しながら，自宅で
暮らしたい

主に家族に介護してもらいながら，自宅で暮ら
したい

特別養護老人ホームに入所する

介護老人保健施設に入所する

療養病床（長期療養する医療施設）などに入院
する

グループホームに入所する

養護老人ホームに入所する

ケアハウスに入所する

民間の有料老人ホームに入所する

その他

わからない

無回答

居宅サービス利用者

居宅サービス未利用者

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 

(％) 
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 在宅生活を続けていくうえで必要な支援については，「毎日の食事の準備や掃除・洗

濯などの家事を手伝ってもらえること」，「入浴やトイレなどを介助してもらえること」

といった日常生活上のことや，「病院まで送り迎えしてもらえること」，「自宅に来てく

れる医師や看護師がいること」といった在宅医療を受けられる条件に関することが高く

なっています。 

在宅生活を続けていくうえで必要な支援
（利用者・未利用者）

60.6

9.2

6.5

43.2

41.2

19.1

11.0

24.3

24.2

26.9

30.7

2.2

10.1

20.7

6.2

18.6

4.8

31.9

27.8

23.7

38.5

42.1

8.9

3.7

26.8

19.2

19.5

18.7

20.6

21.7

8.2

17.2

27.5

36.0

33.8

34.4

4.7

45.9

0 10 20 30 40 50 60 70

毎日の食事の準備や掃除・洗濯などの家事を
手伝ってもらえること

入浴やトイレなどを介助してもらえること

家賃負担が軽減されること

契約や財産管理の手続きを手伝って
もらえること

病院まで送り迎えしてもらえること

自宅に来てくれる医師や看護師がいること

外出時に介助してくれる人がいること

住宅を改修するための支援を受けられること

日中の活動や交流できる場があること

気軽に相談できる窓口が身近にあること

自宅にいても必要な情報が得られること

必要な時に施設に宿泊できること

隣近所の人が互いに声かけや見守りを行うこと

地域での見回りなど，防犯対策がしっかりして
いること

地域の災害時の対応がしっかりしていること

悪質商法など高齢者を狙った犯罪の取締りが
されること

その他

特にない

無回答

居宅サービス利用者

居宅サービス未利用者

 

(MA％) 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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また，入所希望者のうち，介護保険制度施行後，特別養護老人ホームへの入所希

望者が増加していますが，早急な入所を希望しているのは，居宅サービス利用者で

３３．７％，居宅サービス未利用者で４９．９％となっています。 

早急な入所希望の有無
（利用者・未利用者）

33.7

34.4

5.6

9.6

49.9

9.4

24.2

16.6

8.0

8.4

0 10 20 30 40 50 60 70

早急な入所を希望する

しばらくは在宅でやっていける
ため，早急な入所は希望しない

入院中のため，早急な入所を希望しない

その他

無回答

居宅サービス利用者

居宅サービス未利用者

 資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 

(％) 
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② 高齢者保健福祉施策に対する要望 

高齢者保健福祉について充実を望む施策としては，「在宅福祉サービスの充実」，

「気軽に利用できる相談窓口の充実」の順に多くなっています。 
   住み慣れた地域でできるだけ長く暮らしたいことを反映したものと思われ，これ

らの基盤整備や施策の充実を図っていく必要があります。 

高齢者保健福祉施策に対する要望
（高齢者一般・若年者）

52.3

39.2

17.8

13.1

45.7

2.0

3.8

12.1

19.0

31.5

22.7

17.3

39.7

1.7

52.7

32.9

39.7

21.6

35.6

35.8

68.3

53.0

37.9

49.7

0 10 20 30 40 50 60 70

在宅福祉サービスの充実

施設サービスの充実

病気の予防や健康づくり，老化の予防の支援

高齢者が働く場の確保や就職のあっせん

高齢者が社会参加しやすい働きかけ

高齢者の学習や文化・スポーツ活動への支援

高齢者と若い世代の交流の場づくり

建物・道路など高齢者に配慮したまちづくり

高齢者向け住宅の充実

気軽に利用できる相談窓口の充実

その他

無回答

高齢者一般 若年者

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 

(MA％) 
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③ 介護者の状況 

   介護者は，５０歳以上が７～８割弱であり，高齢者が高齢者を介護する「老老介

護」の世帯も約５割を占めています。 

   また，介護者は妻や娘が多いことから，介護の問題を女性に集中させることがな

いよう，介護の社会化を一層進めていく必要があります。 

 
介護者の年代（利用者・未利用者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護者の続柄 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 20 40 60 80 100

居宅サービス　
利用者
(Ｎ＝1,532)

居宅サービス　
未利用者
(Ｎ＝410)

0.4

0.2

1.8

1.5

8.6

8.5

26.0

18.2

21.9

19.1

29.8

34.1

11.4

18.4

30歳未満

30歳代 

40歳代

50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

(%)

0 20 40 60 80 100

居宅サービス　
利用者
(Ｎ＝1,532)

居宅サービス　
未利用者
(Ｎ＝410)

29.2

35.0

12.0

9.6

23.6

20.2

12.7

10.0

0.4

1.3

10.9

6.7

11.1

17.3

配偶者 息子 娘
子どもの
配偶者

孫

その他 無回答

(%)

 
 資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施）
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 家族が在宅介護で負担に感じていることとして，「毎日の食事の用意」，「自由な

時間がとれない」，「掃除や洗濯」，「外出の介助」，「入浴の介助」が高くなっており，

居宅サービスの充実を一層図っていく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 

在宅介護の負担について
（利用者・未利用者）

43.2

29.3

12.6

4.2

10.0

10.8

35.9

16.4

30.2

7.2

19.3

9.0

8.4

24.5

28.2

27.7

7.2

16.3

25.4

10.1

5.1

18.0

9.8

21.8

38.2

18.6

0 10 20 30 40 50

毎日の食事の用意

掃除や洗濯

外出の介助

入浴の介助

室内の移動

本人が介護サービスの利用を嫌がる

介護の方法がわからない

本人との人間関係がうまくいかない

他の家族や親戚などの理解・協力が得られない

自由な時間がとれない

費用がかかる

その他

無回答

居宅サービス利用者

居宅サービス未利用者

(MA％) 
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また，介護者の精神的負担や健康増進を図るサービスについては，いずれも

利用希望が高く，介護者がこころと身体にゆとりを持って介護を続けられるよ

う，支援していく必要があります。 
 

介護者が利用したいサービス 
（利用者・未利用者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

居宅サービス　
利用者
(Ｎ＝1,532)

居宅サービス　
未利用者
(Ｎ＝410)

23.7

14.1

30.5

28.1

18.3

23.3

27.6

34.5

ぜひ利用したい
機会があれば，
利用してみたい

利用する
必要がない 無回答

居宅サービス　
利用者
(Ｎ＝1,532)

居宅サービス　
未利用者
(Ｎ＝410)

7.0

7.1

35.9

28.8

25.1

26.0

32.0

38.1

居宅サービス　
利用者
(Ｎ＝1,532)

居宅サービス　
未利用者
(Ｎ＝410)

7.1

4.8

29.5

28.9

30.5

32.3

32.9

34.0

0 20 40 60 80 10

居宅サービス　
利用者
(Ｎ＝1,532)

居宅サービス　
未利用者
(Ｎ＝410)

12.8

10.5

33.0

28.5

24.3

24.6

29.9

36.4

(%)
0

介助者の健康増進を

図るサービス 

介助者同士の交流の

場 

介助している家族等

を対象とする，介助

方法についての教室 

日常の介助から一時

的にリフレッシュ 
するためのサービス 

資料：保健福祉局長寿社会部長寿福祉課「高齢者の生活と健康に関する調査」（平成 16 年度実施） 
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２ 介護保険制度見直しの概要 
（１）制度見直しの基本的視点と柱 
介護保険法附則第２条に基づき，国において，制度の「持続可能性の確保」，「明

るく活力ある超高齢社会」の構築，社会保障の総合化の３点を基本的視点として，

制度全般について見直しが行われました。 

  ※介護保険法附則第２条：法の施行後，５年を目途に制度全般に関して検討し，

その結果に基づき，必要な見直し等の措置を講じるべきものと規定されていま

す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○介護予防

○軽度者の

○保険者＝市町村権限の強化 

「明るく活力あ

超高齢社会」

→予防重視型シス

改正の主な内容は，

① 予防重視型シ

   「明るく活

性・連続性の 

   ⇒新予防給付

⇒地域支援事

② 施設給付の見

在宅と施

の観点から

  

 

    ⇒居住費用・
制度の「持続可能性」の確保

→給付の効率化・重点化 
システムの確立 

給付の見直し 

○年金との給付調整 
～入所者の費用負担の見直し 
○医療との連携・調整 
～包括的マネジメント体制の確立 
  施設や居住系サービスにおける機能分担 
○予防重視型システムへの転換 

○サービスの適正化 

社会保障の総合化 
→効率的かつ効果的な 

社会保障制度体系へ 

る 

の構築 

テムへの転換 

次の６つの柱からなっています。 

ステムへの転換 

力ある超高齢社会」を目指し，市町村を責任主体とし，一貫

ある「総合的な介護予防システム」を確立する。 

の創設 

業の創設 

直し 

設の利用者負担の公平性，介護保険と年金給付の重複の是正

，介護保険施設に係る給付の在り方を見直す。 

食費の負担の見直し，低所得者等に対する配慮 
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③ 新たなサービス体系の確立 

 

     

 認知症ケアや地域ケアを推進するため，身近な地域で地域の特性に応じ

た多様で柔軟なサービス提供を可能とする体系の確立を目指す。 

⇒地域密着型サービスの創設 

    ⇒地域包括支援センターの創設 

   ⇒医療と介護の連携の強化 

④ サービスの質の向上 

サービスの質の向上を図るため，介護サービス情報の公表，事業者規制

の見直し等を行う。 

 

 

    ⇒介護サービス情報の公表 

    ⇒事業者規制の見直し 

   ⇒ケアマネジメントの見直し 

⑤ 負担の在り方・制度運営の見直し 

低所得者に配慮した介護保険料設定を可能にするとともに，市町村の保

険者機能の強化等を図る。 

 

 

    ⇒第１号被保険者の介護保険料の見直し 

    ⇒市町村の保険者機能の強化 

   ⇒要介護認定の見直し，介護サービスの適正化・効率化 

⑥ 被保険者・受給者の範囲 

    
社会保障制度の一体的見直しと併せて検討し，平成２１年度を目途とし

て所要の措置が講じられる。  

 

 
（２）介護予防事業の再編と地域ケア推進に向けた新たなサービス体系の確立 
   今回の改正において重点的に取り組む必要があるのは，介護予防事業の再編と地

域ケアの推進であり，新たに，新予防給付，地域支援事業，地域包括支援センター

及び地域密着型サービスが創設されました。 

 
■ 新予防給付 
介護保険法の基本理念である「自立支援」をより徹底する観点から，軽度者に

対する保険給付について，現行の予防給付対象者の範囲，サービス内容，マネジ

メント体制等を見直した「新予防給付」に再編されました。 
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予防給付 介護給付 

 
要支援２ 
 

新区分 

 
要支援１ 
 

要介護１ 

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

現行区分 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

 
■ 地域支援事業 
要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに，地域におけ

る包括的・継続的なマネジメント機能を強化する観点から，「地域支援事業」が創

設されました。 

 

■ 地域包括支援センター 
公正・中立な立場から，地域における総合相談・支援，介護予防マネジメント，

包括的・継続的マネジメントを担う中核機関として，「地域包括支援センター」が

創設されました。 

 

 

 対
象
者 

「地域密着型サービス」 
「施設給付の見直し」 等

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
■ 地

近

が

自立 

「地域支援事業の導入」 
要支援・要介護状態に陥るおそれが

ある者（高齢者人口の 5％程度）等

を対象とした介護予防事業の実施

「新・予防給付」の創設 
軽度者に対する給付内容，マネジ

メントシステムを介護予防の視点

から見直し 

５ ４ ３ 
要介護 
２ １ 

要支援 非該当 

一貫性・連続性のある総合的介護予防システムの確立 

地域包括支援センターによるマネジメント 

域密着型サービス 
高齢者一人ひとりが可能な限り住み慣れた地域での生活を継続できるよう，身

な地域で提供されることが適当なサービス類型として「地域密着型サービス」

創設されました。 
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３ 本市における平成２６年度の高齢者の姿 
介護保険制度の見直しについては，国において「戦後のベビーブーム世代」全体

が６５歳以上になる２０１５年（平成２７年）の高齢者介護の姿を念頭に置いたう

えで検討が行われました。 

本市においても，長期的な視点に立ち，平成２６年度（第５期介護保険事業計画

の最終年度）の目標を立てたうえで，そこに至る中間的な位置付けとして第３期計

画を策定する必要があります。 

そのため，ここでは，本市における平成２６年度の高齢者の姿を概観するととも

に，目指すべき長寿社会の様子を掲げました。 

 

 

平成２６年度は超高齢社会の「入り口」！ (４人に１人は高齢者) 

 
本市における高齢者人口（６５歳以上）は，平成１９年に３０万人を超え，平成

２６年には３６万人を超えると推計されます。 

平成２６年度の高齢化率は２６．５％で４人に１人が高齢者となり，まさに超高

齢社会が到来します。  

 
 

0

20

40

60

80

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成26年
1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

37.4
40.9

45.7
47.9 49.5

53.2 53.8 54.4 54.9
59.2

10.4 11.4 12.7
14.6

17.2
20.3 20.9 21.5 22.2

26.5

3.5 4.6 5.6 6.2 7.4
9.5 9.9 10.3

12.4

1,473,065
1,479,218

1,461,103
1,463,822 1,467,785 1,434,833

1,430,722
1,426,611 1,422,500

1,383,679

(％) (人)

40歳以上人口の割合 65歳以上人口の割合

75歳以上人口の割合 総人口

9.0

実際人口 推計人口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：昭和 55 年から平成 12 年は国勢調査人口。平成 17 年以降は
コーホート変化率法による推計人口（各年 10 月１日時点）。 
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【参考：日常生活圏域における今後の高齢化の見込み】 

 

現在の行政区別の高齢化率を見た場合，市内中心部で高く，南部・西部は比較的低い

状況にあります。しかし，平成２６年度には「戦後のベビーブーム世代」が高齢期を迎

え，急速に高齢化が進み，年齢構成が大きく変わる地域もあります。 

以下は，「現在，高齢化が進んでいる日常生活圏域（東山区内）」，「市内で平均的な高

齢化の状況にある日常生活圏域（伏見区内）」，「現在はそれほど高齢化が進んでいない

日常生活圏域（醍醐支所管内）」の平成２６年度の状況を比較したものです。 

 

［日常生活圏域における高齢者数の推移］ 

 
 

  
 

   

 
［

 
人

 
 

         

         

         

         

         

         

         

         

日常生活圏域における高齢化率の推移］ 

※１ 国立社会保障・人口問題研究所の小地域簡易将来人口推計システムを使用し，コーホート変化率法により推計。 

35.0%

30.0%

25.0%

東山
20.0%

伏見 
15.0% 醍醐

10.0%

5.0%

0.0%

16 年度 26 年度

※２ 上記の日常生活圏域は，現在，人口動態に影響を与えるような大規模な宅地開発が行われておらず，かつ，年

齢 5歳階級別人口の偏りがない日常生活圏域を選定。 
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ひとり暮らしの高齢者は４４％増加！認知症高齢者は約１．５倍に！  
 

  平成１７年から平成２７年にかけて，京都府におけるひとり暮らしの高齢者世帯は，

９万４千世帯から１３万５千世帯へと，４３．６％増加すると推計されています。ま

た，平成２６年度の本市における認知症高齢者数は現在の約１．５倍に当たる３万６

千人になると予測されます。 

 

■京都府におけるひとり暮らし高齢者世帯数及び増加数 

 平成１７年 平成２７年 増加数（増加率） 

京都府 ９万４千世帯 １３万５千世帯 ４万１千世帯（４３．６％）

全 国 ３８６万１千世帯 ５６６万４千世帯 １８０万３千世帯（４６．７％）

資料：日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計） 国立社会保障・人口問題研究所 

（参考）平成 17 年 4 月末現在の本市におけるひとり暮らし高齢者世帯数 ７万６千世帯 

 

■本市における認知症高齢者数及び増加数 

 平成１７年 平成２６年 増加数（増加率） 

認知症高齢者 ２万４千人 ３万６千人 １万２千人（５０.０％）

うち運動能力が低下していない方 １万５千人 ２万２千人 ７千人（４６.７％）

 

 

 

現在の制度のままでいくと要介護（要支援）認定者は約１．５倍に！ 

 
 高齢者数の増加に伴い，要支援・要介護者数も増加します。現在の制度のままでいく

と，平成２６年度の要介護（要支援）認定者は現在の約１．５倍にあたる７万６千人に

なると予測されます。 

高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐとともに，要介護状態になっても状

態が悪化しないよう維持・改善を図る介護予防の取組を推進することは，介護保険制度

の維持のみならず，高齢者一人ひとりの生活・人生を尊重し，自立した生活を送れるよ

う支援するために，ますます重要となっています。 
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多様な価値観による多様な生活スタイルの開拓！ 

 
 今後，高齢者となる「戦後のベビーブーム世代」は，戦後，我が国の経済成長ととも

に歩み続けた世代であるとともに，数多くの流行商品，文化・社会現象の中心にいまし

た。また，高い進学率，男女平等社会，自由社会の中で，多様な価値観を育んできた世

代です。 

これまでの様々なレジャー体験，近年のインターネットの利用拡大等は，今後の高齢

者としての消費生活にも大きな影響を与えるものと考えられ，高齢期においても多様な

生活スタイルを開拓し，様々な形で社会参加をしていくことが期待されます。 

 

 

 

長寿社会の支え手となる高齢者！ 

 
 世代に占める雇用者割合は，新しい世代ほど高くなる傾向がありますが，「戦後のベ

ビーブーム世代」では約８割が被雇用者です。職住が離れていたことから，地域とのつ

ながりが希薄な方が多いとの指摘もある一方で，近年の高齢者に見られる傾向を引き継

いで，ボランティア活動など地域社会への関わりに意欲を持つ方が増加していくと思わ

れます。 

今後，「戦後のベビーブーム世代」は，未曾有の少子長寿社会を生きていかなければ

なりません。この世代が長寿社会で支えられる存在だけでなく，どれだけ支え手になる

かによって，長寿社会の様子が大きく左右されることになります。 

 長年培ってきた豊富な知識や経験，特技等を活用し，引き続き社会貢献することや，

経験や技能を次世代に継承していただくことが，活力ある超高齢社会の構築には不可欠

です。 

 

 

 

自助，共助，公助の適切な組み合わせによる活力ある長寿社会に！ 

 
 超高齢社会の到来は未知の領域であり，その対応は社会全体で取り組んでいく必要が

あります。高齢者自身の取組である自助，人々の支え合いである共助，本市の取組等の

公助を適切に組み合わせ，活力ある長寿社会を構築していく必要があります。 

  

 

 69



４ 今後の重点課題 
第２期プランの取組状況や高齢者の現況，介護保険制度改正の趣旨等を踏まえ，

第３期プランの重点課題を次のとおり設定します。 

重点課題は，高齢者の状態像に応じた３つの柱（重点課題１～３）と，横断的な性格

を持つ３つの柱（重点課題４～６）から成っています。 

 

■ ６つの重点課題 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《状態像に応じた課題》 

《
横
断
的
な
課
題
》 

【重点課題３】健康増進・

生きがいづくりの推進 
【重点課題２】総合的な 
介護予防の推進（予防重視

型システムへの転換） 

【重点課題１】認知症をは

じめとする要援護高齢者

及びその家族の生活支援 

【重点課題６】誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進 

【重点課題５】介護保険事業の適正かつ円滑な運営 

【重点課題４】地域における総合的・継続的な支援体制の整備 
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